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令和５年３月 

埼 玉 県 教 育 委 員 会 
 

令和４年度「学校安全総合支援事業」 

    彩の国 

   埼玉県 

埼玉県マスコット「コバトン」 



挨  拶 
  
 日頃本県教育行政施策や諸事業の推進に当たり、格別の御理解、御協力をいただき

心から感謝申し上げます。 
 さて、我が国は、激甚化・頻発化する自然災害のリスクや、登下校中の事件・事故、

犯罪などの子供の安全を脅かす様々な危険が顕在化しております。 
 このような中、国は令和４年３月に「第３次学校安全の推進に関する計画」を策定

し、学校安全に係る基本的な方向性と具体的な方策を示しました。計画に基づき安全

で安心な学校環境の整備や、組織的な取組を一層充実させるとともに、安全教育を通

じ、児童生徒等にいかなる状況下でも自らの命を守り抜き、安全で安心な生活や社会

を実現するために自ら適切に判断し主体的に行動する態度の育成を図ることが求め

られております。 
 本県では文部科学省「学校安全総合支援事業」を受託し、生活安全、交通安全、災

害安全の３つの領域について、安全教育の推進に取り組んでまいりました。取組とし

ては①これまでに蓄積した防災をはじめとする先進的取組を踏まえながら、継続的で

発展的な学校安全に係る取組を地域が一体となって推進すること②学校安全の組織

的取組、外部専門家の活用、学校間の連携をはじめ、地域の学校安全推進体制の構築

を図ることの２点としております。 
 上記の目標を達成するために、本年度は、「モデル地域」として草加市、川越市、

深谷市にそれぞれの学校や地域の実情に応じて、学校間や地域、関係機関との連携を

図った学校安全の充実・発展に資する実践にお取り組みいただきました。実践に当た

っては、学校安全アドバイザーとして、埼玉県立大学保健医療福祉学部 髙橋宏至 

教授をはじめ、慶應義塾大学環境情報学部 大木聖子准教授、埼玉県警察本部交通総

務課、埼玉県警察本部生活安全総務課、熊谷地方気象台の皆様に御指導をいただき、

モデル地域の３市はもとより県内各学校での安全教育の一層の推進につなげること

ができました。 
 県立学校の生徒には「高校生災害ボランティア育成講習会」を実施し、学校や地域

における支援者としての自覚や、安全で安心な社会づくりに貢献する態度の育成に取

り組みました。 
 また、県立大宮東高等学校、県立妻沼高等学校の２校を「交通安全教育推進校」に

指定し、生徒や地域の交通状況の実態に応じた実践にお取り組みいただきました。さ

らに、東西南北４地区の会場で、「自転車安全運転推進講習会」を開催しました。本

講習会は、受講した高校生が、自校生徒に対して講習内容を伝達することにより、交

通安全意識の向上を図り、高校生の自転車交通事故防止の一助となっております。 
 本事業の推進に当たりまして、学校安全アドバイザー及び県推進委員の皆様、そし

て、モデル地域の草加市、川越市、深谷市教育委員会及び拠点校、交通安全教育推進

校、関係の皆様に改めて感謝申し上げますとともに、埼玉県の学校安全に関する取組

がさらに充実・発展することを期待し挨拶といたします。 
 
 令和５年３月 

埼玉県教育局県立学校部保健体育課長 松中 直司 
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   令和４年度 学校安全総合支援事業報告 

       草加市の取組 

草 加 市 教 育 委 員 会   

草加市立青柳中学校   

草加市立川柳小学校   

草加市立八幡北小学校   

 

１ 草加市の概要 

 本市は、綾瀬川の流れに沿って国指定名勝「おくのほそ道の風景地 草加松原」に松並

木が広がる、水と緑に恵まれた街である。都心へのアクセスが良く、通勤・通学や買い物

にも便利な住みよい街でもあり、現在２５万人ほどの人が暮らしている。 

 また、本市の三大地場産業として、せんべい・皮革・ゆかた染めが有名な街でもある。

本市は「幼保小中を一貫した教育」を推進しており、本事業では青柳中学校区の青柳中学校、

川柳小学校、八幡北小学校が実践研究に取り組んだ。 

 

２ 草加市の取組について 

 （１）目的 

 防災学習に関する研究授業と研修会、交通安全についての取組や緊急地震速報端末を

活用した避難訓練等の防災に関する取組、実践を中心とした自助・共助が主体的にでき

る草加っ子の育成を目指す。 
 （２）組織 

 埼玉県学校安全アドバイザー、市危機管理課長、市交通対策課長、市くらし安全課長、

学校長、ＰＴＡ会長、地域代表、学校代表、市教委担当課長、担当指導主事 

 （３）実践・取組 

   ア 防災教育研修会（５月１９日 対象：教職員） 

 危機管理課と教育委員会で、市内の小学校５年生と中学

校２年生を対象に「草加市ハザードマップ」や「水害啓発動

画」を活用した防災学習指導に関する研修会を実施した。 

   イ 緊急地震速報受信端末機を利用した避難訓練の実施 

 緊急地震速報受信端末機を活用した避難訓練を実施した。通

常の避難訓練やショート訓練を組み合わせ、子ども達が主体的

に避難行動を選択できるよう取り組んだ。 

   ウ 研究授業の開催・情報の共有化（１１月２５日 川柳小学校 対象：教職員） 

 学校安全アドバイザーである埼玉県立大学の髙橋教授を指導者

に迎え、実践校の川柳小学校で研究授業を実施した。「水害の特性に

ついて理解し、水害により引き起こされる危険を

予測し、災害時には自ら危険を回避する行動がと

れるようにする」ことをねらいとし、「草加市ハ

ザードマップ」を活用したマイタイムラインづくりを通して、自分自

身や家族がいざという時にどのように避難行動を取る

のか考えることができた。協議会では、授業展開につい

て、児童が水害の理解を深め、主体的に防災について考

えることができたか、成果・課題・改善策を話し合った。 
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   エ 交通安全・防犯教室（小学１年生）、自転車教室（小学３年生） 

 市交通対策課と連携し、体験活動を行う教室

を実施している。令和４年度も感染状況を考慮

し、自転車教室については、学習プログラムを

活用した授業を実施した。 

   オ 交通事故再現スタント教室の実施（中学校） 

 交通ルールの遵守について考え、交通

安全意識の向上及び交通事故の未然防

止を図ることを目的として実施した。交

通事故を再現することにより、交通事故

の衝撃や怖さを実感し、交通安全意識の

醸成と高揚を図った。 

   カ 避難所運営市民防災訓練（１１月１２日 対象：小学６年生・中学２年生） 

 本市では、草加市町会連合会が主催する避難所運営市民防

災訓練を、災害時に指定避難所となる市内のすべての小中学

校において実施している。子どもたちが防災訓練に参加する

ことで防災意識の高揚を図り、大規模災害時に避難所運営の

力になるとともに、地域の一員としての自覚を養うことを目

的としており、教育課程に位置付けて実施している。 

 令和４年度は、町会連合会と市危機管理課、各校が協

議を行い、感染状況を考慮しながら小学校１０校、中学校

７校で実施した。児童生徒は、地域の方と協力しながら、

避難所設営等を体験することができた。 

 （４）その他の取組 

   ア パトロールステーションの活用（小学校） 

 各小学校に設置してあるパトロールステーションは、見守りの

方々の情報共有の場として活用されている。学校からも不審者情

報や通学路点検の結果など、情報を提供しながら活用を図った。 

   イ 児童生徒の声での防災無線そうか 

 児童生徒の下校時刻に合わせた見守り放送や市内を巡回する

青色パトロールカーによる防犯放送を子どもたちの声で放送し、

市民の児童生徒への見守りに対する啓発に取り組んでいる。令和

４年度は、青柳中学校区の児童生徒による見守り放送を行った。 

 

３ 成果と課題について 

 （１）成果 

・ 学校安全アドバイザーを講師として招聘した防災学習に関する研究授業、市役所

関係各課と連携を図った交通安全教室や「草加市ハザードマップ」の活用等により

児童生徒の防災意識を高め、学校の安全教育をより一層推進することができた。 

・ 避難所運営市民防災訓練の実施や児童生徒の声による見守り放送等により、地域と共

にある学校として、地域防災・交通安全に対する意識向上の一助とすることができた。 

 （２）課題 

・ 危機管理マニュアルの見直しと整備を図るとともに、各校の児童生徒及び地域の

実態に応じた、系統的な安全教育の推進に取り組む必要がある。 

３



令和４年度 学校安全総合支援事業報告 

川越市の取組 

                    川越市教育委員会 

                     川越市立中央小学校 

                    川越市立泉小学校 

                     川越市立月越小学校 

                     川越市立今成小学校 

                      川越市立富士見中学校 

１ 川越市の概要 

川越市は、埼玉県の中央部よりやや南部、武蔵野台地の東北端に位置している。

人口は３５万人を超え、平成１５年には埼玉県内で初めて中核市に移行した。市立

学校数は小学校３２校、中学校２２校、特別支援学校１校、高等学校１校である。

川越市教育委員会では、初任者研修等の経験者研修や、教科等研修など、本市の実

態に合った独自の教職員研修を企画し実施している。安全教育の質を高めるための

安全教育研修会では、その年度に各校に伝達すべき内容を精選し実施している。本

事業の委託を受けた令和元年度から令和３年度にかけては、主に防災教育を通じて、

主体的に行動できる児童生徒の育成を目指す安全教育の研究、実践を行ってきた。 
 
２ 川越市の取組について 

（１）モデル校の実態 

   今回の学習指導要領の改訂では、中学校の保健体育科において、ＡＥＤ（自動

体外式除細動器）の使用を含む心肺蘇生法などの応急手当ができるようにするこ

ととされた。このことから、小学校での生活安全に係る安全教育の推進は、今後

ますます重要になってくるものと考えられる。 

   本年度、川越市教育委員会では、日本ＡＥＤ財団の指定を受け、ＡＥＤの活用

など、自分自身や他者の命を守る資質を身に付けるための研究を行っている。本

事業のモデル校として中央小学校を指定し、各学年の発達段階に応じた教育方法

の開発など、小・中学校９年間を見通した教育課程の編成について研究を行った。

また、本事業の研究成果を、市全体に広めることも目的とし、研究実践を行った。 

（２）目的 

   自他の命を大切にし、主体的に行動できる児童生徒の育成を目指す安全教育の

推進 

（３）組織 

埼玉県学校安全アドバイザー、市教育委員会、モデル校 

（４）実践・取組 

ア 「心肺蘇生法・ＡＥＤの活用についての出前授業」の実践 

     心肺蘇生教育を校内で推進することを目的に、地

域の医療機関と連携し、救急救命士等の講習内容を

参考に、体育授業等で、心肺蘇生法及びＡＥＤ活用

の目的や活用方法を児童生徒に指導する取組を実践

している。 

川越市マスコットキャラクター 
と  き  も 
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【↑救命カード】  【傷病者発生時の判断・行動チャート→】 
 

イ モデル校区合同研修会の実施及び救命カード等

の活用 

     モデル校区の教員を対象に、救命教育の推進に係

る研修会をオンラインで行った。研修会には、ＡＳ

ＵＫＡモデルの作成に関わった方を講師として招

聘し、講演会後の研究協議会では、安全担当や保健

担当等の各分掌で構成される分科会において、今後

の救命教育の推進等について協議を行った。 

     講演会後、モデル校を中心に救命カードを作

成し、名札にカードを入れることで、緊急時の

対応が円滑に行えるよう共通理解を図った。ま

た、傷病者発生時記録用紙も作成し、教室等に

置くなどして活用できるようにした。 

ウ モデル校での実践例 

     児童の発達段階に応じた救命教育の充実を図

るため、第１・２学年は「知る」、第３・４学年

は「わかる」、第５・６学年は「つかう」をテー

マに、「命を守る教育」に係る授業研究会を実践

した。以下はその実践例である。 

     【↑傷病者発生時記録用紙】 

   （ア）ＡＥＤマップ（第２学年） 

      生活科の学習で学校周辺の地域へ出かけ、事後学習として、見聞きして

きたことや気付いたことの他に、ＡＥＤが置いてある施設等を地図にまと

め、ＡＥＤマップを作成した。学級活動において、作成したマップを基に、

ＡＥＤの置いてある場所の特徴に気付き、自分に合った具体的なめあてや

方法を決めることにより、自分や自分に関わる人たちの命を大切にしよう

とする気持ちを高められるようにした。 

   （イ）自分たちにできること（第３学年） 

      社会科の学習で、自分たちの身近にある危険や、安全な暮らしを守るた

めの消防署や警察署、地域の人々の仕事・活動を学習している。それらを

基にして、自分たちにも協力できること・自分自身の安全を守るために日

頃から心掛けるべきことを考えることにより、自分も地域社会の一員とし

５



て自分の安全は自分で守ることが理解できるようにした。 

   （ウ）緊急事態に遭遇したときの解決方法（第６学年） 

      体育科（保健領域）において、２時間構成で授業を実施した。胸骨圧迫・

ＡＥＤ使用の心肺蘇生法の知識・技能について学習した後、心肺停止など

の緊急事態に遭遇した時の解決方法について、協働的に考える授業を行っ

た。このような授業を通し、目の前で命に関わるようなことが起きた際に、

大人を呼ぶことや、ＡＥＤを取りに行くことなど、自分にもできることが

あるということに気付けるようにした。 
 

  
   【ＡＥＤマップ（第２学年）】       【自分たちにできること（第３学年）】 

 

３ 成果と課題について 

 （１）成果 
 ア 本事業の研究により、救命教育に係る児童の発達段階に応じた新たな教育

方法の開発を行うことができた。 
 イ 児童が本事業に係る学習や実践に取り組むことで、自他の安全を守ろうと

する視点や主体的な態度を育むことができた。 
 （２）課題 

 ア 本事業の具体的な実践例など、研究成果を市内各校へ広めることで、安全

教育のさらなる充実を図る必要がある。 
 イ 救命教育をさらに推進していくためには、家庭、地域との連携が不可欠で

ある。今後は、その連携の在り方について研究をしていく必要がある。 

６



令和４年度 学校安全総合支援事業報告 

深谷市の取組 

                      深 谷 市 教 育 委 員 会 

                     深谷市立上柴西小学校 

                     深谷市立上柴東小学校 

                      深谷市立上柴中学校 

１ 深谷市の概要 

  平成１８年１月１日、深谷市、岡部町、川本町および花園町がひとつになり誕生

した新「深谷市」は、埼玉県北西部に位置している。 

本市は、大河ドラマ「青天を衝け」の主人公「渋沢栄一翁」や「鎌倉殿の十三人」

で脚光を浴びた「畠山重忠公」、地元名産の「深谷ネギ」、全国的な人気を誇るゆる

キャラ「ふっかちゃん」、更には「ふかや花園プレミアム・アウトレット」のオープ

ンなど、全国的にも注目を集めている市である。 

市立幼稚園数は８園、市立学校数は小学校１９校、中学校１０校であり、児童生

徒の安全・安心な学校生活のために学校、家庭、地域、関係各課、関係諸機関、教

育委員会が力を合わせて安全教育に取り組んでいる。 

２ 深谷市の取組について 

 （１）目的 

   各種の安全教室や訓練の実施等の安全教育を通して児童生徒が自ら命を守ろ

うと主体的に行動する態度を育成するとともに、学校、家庭、地域、関係各課や

関係諸機関との連携を通して継続的な安全管理体制を構築する。 

 （２）組織 

   深谷市教育委員会、市関係各課、関係諸機関、市内小中学校、深谷警察署、 

寄居警察署等 

 （３）実践・取組 

  ア 深谷市登下校安全見守り連絡会・深谷市通学路安全対策連絡会 

    深谷警察署・寄居警察署生活安全課長、小・中学校長代表、自治会連合会長、

ＰＴＡ連合会長、主任児童委員代表、民生児童委員代表、深谷交通安全協会長、

寄居地区交通安全協会長、深谷市役所関係各課長等、深谷市登下校安全見守り

連絡会の委員が集まり、児童生徒の防犯面に関する、情報共有や協議を行った。

今回の主な内容は下記のとおりである。 

    ① 通学路における児童が１人になる区間について 

    ② こども１１０番の家・車の登録状況について  

    ③ 深谷警察署 生活安全課長からの情報提供 

  ④ 寄居警察署 生活安全課長からの情報提供 

    今年度深谷市通学路安全対策連絡会との同時開催を 

計画していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、深谷市登下校

見守り連絡会のみの開催となった。深谷市通学路安全対策連絡会は、深谷市内

全ての小中学校長、PTA 会長、スクールガード・リーダー、深谷警察署・寄居

警察署交通課長、深谷市役所道路管理課長等が集まり、交通安全面について情

報共有、協議を行う会である。 

深谷市登下校安全見守り連絡会の様子 
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  イ 通学路点検・通学路における児童が１人になる区間の調査 

   深谷市では、毎年学校、家庭、地域が連携し、通学路点検を行っている。通

学路点検であがった危険箇所について、通学路安全対策連絡会で情報共有を図

り、改善や修繕に向けての協議を行っている。 

   今年度は、５年ぶりに深谷市内の全児童を対象に、

「通学路における児童が一人になる区間」の調査を行

った。調査結果を学校が把握し、安全・安心な登下校

のために活用をするとともに、深谷市登下校安全見守

り連絡会で情報共有を図り、協議を行った。 

 

  ウ 各種防災訓練の実施 

   各小・中学校において、避難訓練、引

渡し訓練、不審者対応の防犯訓練等を行

った。警察や消防と連携を図りながら訓

練を実施する学校も増えてきている。 

 

  エ 学校と他機関とが連携した防災活動 

    NHK アナウンサーの防災教室 

    浸水想定区域に含まれてい

る箇所が多数ある深谷市立豊

里中学校において、１・２年生

を対象に防災教室が行われた。 

   講義では「ことばが命を救う」 

 をテーマにクイズや映像、ハザ 

 ードマップを交えながら学んだ。記録的な大雨が出たことを想定し、「命を守

る呼びかけ」を生徒たちが考えた。 

    水防学校の実施 

    利根川水系連合・総合水防演習の事前広報として、深谷市立明戸小学校の６

年生を対象に水防学校を実施した。 

    「水防を実体験」を学習テーマに、講義と実地を通して学習した。 

 

  オ 防犯カメラ・横断幕の設置                                                                                                                             

    モデル地区（上柴地区）において、不審者に対応し、犯

罪を抑止するため、また、児童の安全・安心を図るため、学

校で最適な設置場所を検討し、門や玄関等を映す防犯カメ

ラを設置した。録画機能があるカメラを設置し、何かあっ

た場合には、録画した映像を見返すことができる。また、

録画している映像を常に職員室で見ることができるため、

不審者等が現れた場合は、すぐに対応することができる。

それぞれの学校で交通安全または生活安全に関する標語や

スローガンを作成した。学校運営協議会の承認を得て、横

断幕を作成した。 

通学路点検の様子 

避難訓練の様子 不審者対応の訓練 

NHK アナウンサーの防災教室の様子 

防犯カメラの設置 

８



  カ こども１１０番の家・車 

  子供等が誘拐や暴力、痴漢など何らかの犯罪

等の被害に遭いそうになった時、その子供を保

護し、直ちに１１０番通報等により警察に連絡

するなど地域ぐるみで子供たちの安全を見守る

ボランティア制度である。 

   また、地域の犯罪抑止力を高める効果もある。 

☆活動内容☆ 

① 犯罪等の被害に遭い、または危険を感じ

て助けを求めてきた子供等の保護 

② 事件・事故の発生を認知したときの１１

０番通報、家庭、学校への連絡 

③ 犯罪以外で子供が困っている時の措置 

 

  キ 地域と協力した見守り活動 

    明戸小学校の「朝さんぽ」の取組概要 

   ・ 地域の保護者が、登校時刻に合わせて明戸小学

校まで散歩する。 

   ・ 学校でスタンプカードを作成し、「朝さんぽ」

をしてくださった方に、スタンプを押す。スタン

プがたまると、プレゼントを渡す。 

   ・ 平成３０年の１０月から朝散歩を開始し、令

和２年度で延べ人数１００００人を突破した。 

    大寄小学校の「おむかえ散歩」の取組概要 

   ・ 毎月３のつく日に実施。(３日･１３日･２３日) 

   ・ 下校時刻に合わせて学校に来ていただき、子供

たちといっしょに歩く。 

   ・ 低学年・高学年の下校に合わせて、毎回２回実

施している。 

 

３ 成果と課題について 

 （１）成果 

  ・ 学校・家庭・地域・関係各課や関係諸機関との連携を通して、安全管理体制

を深めることができた。 

 ・ 専門家や他課、他機関と連携することにより、安全や防災について、児童生

徒が主体的に学ぶことができた。 

  ・ 防犯カメラの設置や横断幕の作成により、安全への意識が高まった。 

 （２）課題 

  ・ 本事業の研究成果を市内各校に広め、多くの実践活動や体験活動を通した安

全教育の更なる充実を図る必要がある。 

  ・ 学校安全マップや危機管理マニュアル等を再度見直し、随時実態に合ったも

のに更新していく必要がある。 

こども 110 番 
の家プレート 

こども 110 番の車 

ステッカー 

大寄小お迎え散歩の様子 

明戸小朝散歩の様子 
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高校生の交通安全教育推進校実施報告書 
 

学校名 埼玉県立大宮東高等学校 

生徒数及び 
職員数 

 生徒数 ９４２ 人 
 職員数  ８０ 人 

取組の概要 

１ 交通安全にかかわる学校の概要 
  学校周辺は、幹線道路が通っているため、交通量が大変多く、登下校中
の交通事故が多い。生徒の９３％は自転車通学者であるため、交通安全教
育は学校内だけでなく、警察等の外部指導も含めた地域全体での見守りが
必要である。また、本校は大宮東警察署から自転車マナーアップ推進校と
して委嘱されている。 

 
２ 交通安全に関する取組・実践 
（１）本校で実践している取り組み 

   ア 正門での立哨指導（毎朝８：００～８：３０） 

   イ PTA と連携した通学路での立哨指導（毎月、一週間程度） 

   ウ 一斉指導（月一回） 

   エ 自転車点検（年度当初） 

   オ 生徒指導部による緊急立哨指導（随時） 

 

 （２）交通安全教育推進校としての取り組み 

    

   ア 自転車事故防止啓発運動 

     実施日：令和４年５月１１日（水）7:30～ 

     対象者：全校生徒 

     内 容：大宮東警察署主催により、自転車 

登校する生徒へのマナー指導、事故防止の呼びかけ 

 

   イ 自転車安全運転推進講習会参加者による伝達講習会 

     実施日：令和４年９月１２日（月）４限 

     対象者：全校生徒 

     内 容：自転車安全運転推進講習会参加者による報告 

 

   ウ スケアードストレイト教育技法による自転車交通安全講習 

     実施日：令和４年９月２０日（火）６限 

     対象者：全校生徒 

     内 容：スタントマンによる 

自転車事故の再現 

 
３ 成果と課題 
  交通安全推進校としての取り組みを通じて、交通事故は身近にあり、一
人ひとりが交通ルールを遵守し、交通安全意識を高めることの重要性を改
めて学ぶとともに、加害者になった際の責任の重さを知る良い機会となっ
た。今後も上記の取り組みや注意喚起を継続するとともに、保護者、地域
住民、警察等の外部機関等とも連携しながら指導していく。 
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高校生の交通安全教育推進校実施報告書 
 

学校名 埼玉県立妻沼高等学校 

生徒数及び 
職員数 

 生徒数 ２７１人 
 職員数  ３４人 

取組の概要 

１ 交通安全にかかわる学校の概要 
  群馬県と接する地域に立地する開校４４年目を迎

えた全日制の共学高校である。校内では、学校設定

教科（カルティベートタイム：CT）を実施しており、

『学び直しから大学進学まで』をモットーに学習活

動を行っている。また、「スクールバス」を運行し生徒募集や交通事故防

止に一役を担っている。通学の状況では４０％を超える生徒が自転車を利

用し、交通事故の発生は少ないが乗り方など苦情をいただくこともある。 
 
２ 交通安全に関する取組・実践 
 （１）校内での特色ある取組 

   ア 生徒指導部の計画（生徒指導全般） 

    ・服装頭髪指導：１学期２回２学期２回、３学期１回 

     ・登校指導：４月、６月(更衣)、９月、１０月(更衣)、１月 

    ・自転車点検：各学期当初年３回  運転指導：４月１年生対象 

    ・交通安全教室：１０月全校生徒対象 

    ・各講演会：学期末（薬物乱用防止、スマホ安全教室等） 

     ・自動車教習所等指導（３年生を中心に） 

   イ 保健環境部の計画 

    ・防火・防災訓練：年２回（７月、１１月） 

   ウ 渉外部の計画 

    ・交通安全マナーアップキャンペーン：代表生徒、教職員、保護者 

 （２）交通安全推進校としての取組 

    ア 埼玉県高校１年生自転車安全運転講習会 

     実施日：令和４年４月１２日（火）1時間目 

     内 容：県教委から配布された資料を基に 

                伝達講習を行う。 

   イ 交通安全教室 

     実施日：令和４年１０月２０日（木） 

     内 容：「スケアード・ストレイト教育技法による自転車交通安

全教室」を見学した後、「自転車安全運転推進講習会」

参加者による報告を行った。  

   ウ 交通安全マナーアップキャンペーン 

     実施日：令和４年１１月９日（水） 

     内 容：代表生徒、担当教員並びに参加可能

な保護者が一堂に会し、一般道路で

通行中の車に対して交通安全を呼

び掛けた。 

 

３ 成果と課題 

  交通安全教育は、被害者にも加害者にもならないために展開するもの

である。交通安全の意識を高め、支える力を結集し指導を継続する。 
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高校生の自転車安全運転推進講習会（県内４地区） 
 
■事業の目的 
 
 
 
 
  ※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、今年度は規模を縮小して実施 
 
■各地区開催日、会場、参加者 

開催日 地区 会場 参加者 
令和４年８月 ４日（木） 東部 埼北自動車学校 生徒３３名 教員３６名 
令和４年８月 ８日（月） 西部 セイコーモータースクール 生徒３５名  教員３８名 
令和４年８月２２日（月） 北部 埼玉本庄自動車学校 生徒２３名 教員２２名 
令和４年８月２３日（火） 南部 ファインモータースクール 生徒３７名 教員３５名 

            ※参加者数合計 生徒１２８名 教職員１３１名 計２５９名 
 
■講習内容 
○スケアード・ストレイト技法による自転車安全教育 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
○埼玉県警本部交通総務課による講義 
 ・埼玉県の高校生の自転車交通事故の現状について 
 ・自転車乗用車ヘルメットの着用について 
○防犯・交通安全課による講義 
 ・自転車安全利用五則について 
○東京海上日動火災保険株式会社（県の包括的連携企業） 
 ・加害事故責任と賠償保険について 
○教育局保健体育課による資料・情報提供 
 ・自転車の安全点検のポイントについて 
 ・自校における伝達講習実施の方法について 

 高校生の自転車交通事故防止を推進するため、推進講習を受講した高校生が中心と

なり、自校生徒に対して自転車安全運転推進に関する取組を実施することにより、高

校生の交通安全意識の向上を図る。 

    〈自転車模擬交通事故の見学〉 

〈講義〉 
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埼玉県立大学保健医療福祉学部健康開発学科教授 髙橋　宏至

慶應義塾大学環境情報学部地震災害研究室准教授 大木　聖子

埼玉県警察本部交通部交通総務課課長補佐 中村　　聡

埼玉県警察本部生活安全部生活安全総務課地域安全対策第一補佐 倉持　高成

気象庁熊谷地方気象台調査官 山城　幸浩

気象庁熊谷地方気象台地震津波防災官 田口　陽介

気象庁熊谷地方気象台気象情報官 入福　敏行

埼玉県教育局西部教育事務所教育支援担当指導主事 墨谷　悦史

公益財団法人埼玉県消防協会次長 千装　良治

気象庁熊谷地方気象台次長 河野　元治

埼玉県教育局県立学校部保健体育課長 松中　直司

越谷市立富士中学校長（埼玉県安全教育研究協議会会長） 土谷　昌秋

埼玉県立庄和高等学校長（埼玉県高等学校安全教育研究会会長） 山田　直子

埼玉県教育局南部教育事務所教育支援担当指導主事 熊田　大樹

埼玉県教育局西部教育事務所教育支援担当指導主事 兒玉　直也

埼玉県教育局北部教育事務所教育支援担当指導主事 横山　祐樹

埼玉県教育局北部教育事務所秩父支所教育支援担当指導主事 橋本　修一

埼玉県教育局東部教育事務所教育支援担当主任指導主事 野見山伸一

川越市教育委員会学校教育部教育指導課指導主事 千代田和也

草加市教育委員会指導課主査兼指導主事 溝井　俊裕

深谷市教育委員会学校教育課課長補佐兼指導主事 笛場　敦司

県立大宮東高等学校長 上條　  岳

県立妻沼高等学校教頭 山中　久夫

埼玉県危機管理防災部危機管理課震災予防担当主幹 遠西　正樹

【事務局】

埼玉県教育局県立学校部保健体育課教育指導幹 大松　武晴

埼玉県教育局県立学校部保健体育課健康教育・学校安全担当主任指導主事 遠井　　学

埼玉県教育局県立学校部保健体育課健康教育・学校安全担当指導主事 阿久津広真

埼玉県教育局県立学校部保健体育課健康教育・学校安全担当指導主事 関口　　衛

埼玉県教育局県立学校部保健体育課健康教育・学校安全担当主事 滝澤　　愛

【学校安全アドバイザー】

【推進委員】

令和４年度「学校安全総合支援事業」埼玉県推進委員会委員及び学校安全アドバイザー等一覧
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埼玉県マスコット「コバトン＆さいたまっち」 


